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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第74期
第３四半期
累計期間

第73期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 （千円） 4,641,660 7,483,221

経常利益 （千円） 17,409 151,827

当期純利益又は四半期純損失（△） （千円） △2,175 65,884

資本金 （千円） 1,110,029 1,110,029

発行済株式総数 （株） 23,550,000 23,550,000

純資産額 （千円） 1,862,304 1,864,565

総資産額 （千円） 6,753,383 6,492,475

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△）
（円） △0.09 2.80

潜在株式調整後１株当た

り　　　　　　　　　　　　　　　四半期

（当期）純利益金額

（円） - -

１株当たり配当額 （円） - -

自己資本比率 （％） 27.6 28.7

 

回次
第74期
第３四半期
会計期間

会計期間
自　平成27年10月１日
至　平成27年12月31日

１株当たり四半期純損失金額（△） （円） △1.77

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　なお、当社は、単一セグメントであるため、セグメント情報は記載しておりません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、新たに決定又は締結した経営上の重要な契約等は、以下のとおりです。

 

契約会社名 相手先の名称 国名 契約内容 契約締結日

㈱名機製作所 ㈱日本製鋼所 日本 株式交換契約 平成27年11月30日

 

○株式交換契約

　当社は、平成27年11月30日開催の取締役会において、平成28年３月１日を効力発生として、株式会社日本製鋼所

（以下、「日本製鋼所」といいます。）を株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以

下、「本株式交換」といいます。）を行うことを決議し、同日付で本株式交換に関する株式交換契約（以下、「本

株式交換契約」といいます。）を両社間で締結しております。

　本株式交換は、当社については、平成28年２月２日開催の臨時株主総会において本株式交換契約の承認を受けて

おり、平成28年３月１日を効力発生日として行われる予定です。

　また、本株式交換の効力発生日に先立ち、当社の普通株式は株式会社名古屋証券取引所市場第二部において平成

28年２月25日に上場廃止（最終売買日は平成28年２月24日）となる予定です。

　本株式交換の概要は、下記のとおりであります。

 

（１）本株式交換の目的

　日本製鋼所及び当社は平成20年10月、射出成形機事業における両社の補完を目的として資本業務提携契約を締結

し、さらに平成22年２月、第三者割当増資による当社の連結子会社化により、資本関係強化を図ってまいりまし

た。また、汎用機を主力とする日本製鋼所と特定アプリケーション向け大型機を主力とする当社が、両社の独自性

を維持しつつ業務提携の枠組みの中で各々の営業基盤を相互活用することにより、量産機及び受注生産機、さらに

小型機から超大型機までの幅広い顧客ニーズへ対応することが可能となっております。

　しかしながら、中国・東南アジア等の新興国における経済成長の鈍化とともに競争が激化しており、両社の主力

市場である自動車業界においてはデザインの差別化、環境対応、自動運転対応をキーワードに技術の高度化・多様

化が求められている状況にあります。

　日本製鋼所としては中期経営計画の方針の一つである「グループ経営の強化とアライアンスの推進」に則り、意

思決定の迅速化や機動的な経営判断、経営資源の有効配分が必要であり、当社の持つ、顧客ニーズにいち早く対応

できる開発・営業・サービス機能をこれまで以上に有効かつ効率的に活用していくことが重要であると考えており

ました。

　こうした中、日本製鋼所と当社は、平成27年２月末頃から、日本製鋼所からの申し出を契機として、両社の企業

価値をさらに向上させることを目的とした諸施策について協議・検討を重ねてきました。

　その結果、日本製鋼所と当社との協力体制をより強固なものとして更なるシナジー効果を生み出し、日本製鋼所

が中期経営計画で掲げる“「総合射出機事業グループ」として電動・ハイブリッド射出成形機市場のグローバル10

（世界シェア10％）に”という目的を一丸となって達成するためには、一層の人材交流の活発化、開発投資の効率

化、経営資源の相互活用の推進が必要であるという点で一致いたしました。そして、平成27年６月、シナジー効果

を最大限発揮していくためには当社を完全子会社化することが最善の策であるとの考えに至り、更なる協議・検討

を経て、本株式交換契約を締結することになりました。

 

(本株式交換の要旨)

本株式交換の日程

本株式交換契約締結の取締役会決議日（両社）　平成27年11月30日   

本株式交換契約締結日（両社）　　　　　　　　平成27年11月30日   

本株式交換承認臨時株主総会基準日（当社）　　平成27年12月15日   

本株式交換承認臨時株主総会開催日（当社）　　平成28年２月２日   

最終売買日（当社）　　　　　　　　　　　　　平成28年２月24日（予定）   

上場廃止日（当社）　　　　　　　　　　　　　平成28年２月25日（予定）   

本株式交換の予定日（効力発生日）　　　　　　平成28年３月１日（予定）   

（注１）日本製鋼所については、会社法第796条第２項に基づき、株主総会の承認を必要としない簡易株式交換の

手続きにより本株式交換を行う予定です。

（注２）上記日程は、両社の合意により変更される場合があります。
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（２）本株式交換の条件

　①本株式交換の方法

　日本製鋼所を株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換になります。本株式交換は、日本

製鋼所については、会社法第796条第２項に基づき、株主総会の承認を必要としない簡易株式交換の手続きによ

り、また当社については、平成28年２月２日開催の臨時株主総会において本株式交換契約の承認を受けており、平

成28年３月１日を効力発生日として行われる予定です。

　②本株式交換に係る割当ての内容

 
日本製鋼所

（株式交換完全親会社）

名機製作所

（株式交換完全子会社）

本株式交換に係る割当比率 　　　　　　1 　　　　　0.21

（注１）株式の割当比率

　当社の普通株式１株に対して、日本製鋼所の普通株式0.21株を割当て交付いたします。ただし、日本製鋼所が保

有する当社の普通株式12,211,000株（平成27年11月30日現在）については、本株式交換による株式の割当ては行い

ません。

（注２）本株式交換により交付する日本製鋼所の株式数

　日本製鋼所は、本株式交換により、日本製鋼所の普通株式2,373,894（予定）株を割当て交付いたしますが、交

付する普通株式は保有する自己株式（平成27年９月30日現在6,366,925株）を充当する予定であり、新株式の発行

は行わない予定です。

　なお、当社は、本株式交換の効力発生日の前日までに開催する取締役会の決議により、本株式交換により日本製

鋼所が当社の発行済株式の全て（ただし、日本製鋼所が保有する当社の普通株式を除きます。）を取得する時点の

直前時（以下、「基準時」といいます。）において当社が保有する全ての自己株式（本株式交換に関して行使され

る会社法第785条第１項に定める反対株主の株式買取請求に係る株式の買取りによって取得する自己株式を含みま

す。）を基準時をもって消却する予定です。そのため、本株式交換により割当て交付する予定の上記普通株式数に

ついては、当社が保有する自己株式（平成27年９月30日現在34,742株）に対し日本製鋼所の普通株式を割当て交付

することを前提としておりません。また、同普通株式数は、当社による自己株式の取得・消却等の理由により今後

修正される可能性があります。

 

（３）本株式交換の株式交換比率の算定根拠

　日本製鋼所及び当社は、本株式交換に用いられる上記②「本株式交換に係る割当ての内容」に記載の株式の割当

比率（以下、「本株式交換比率」といいます。）の算定に当たって公正性・妥当性を確保するため、それぞれ個別

に、両社から独立した第三者算定期間に株式交換比率の算定を依頼することとし、日本製鋼所はSMBC日興証券株式

会社（以下、「SMBC日興証券」といいます。）を、当社はみずほ証券株式会社（以下、「みずほ証券」といいま

す。）を、それぞれの第三者算定機関に選定いたしました。

　SMBC日興証券は、日本製鋼所及び当社について、市場株価法、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以

下「DCF法」といいます。）を用いて算定を行いました。

　みずほ証券は、日本製鋼所及び当社について、市場株価基準法、DCF法を用いて算定を行いました。

　日本製鋼所及び当社は、それぞれの第三者算定機関から提出を受けた株式交換比率の算定結果を参考に、両社そ

れぞれが相手方に対して実施したデュー・ディリジェンスの結果等を踏まえて慎重に検討し、日本製鋼所及び当社

の財務状況、資産状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案した上で、両社間で交渉・協議を重ねてまいりまし

た。その結果、日本製鋼所及び当社は、本株式交換比率は妥当であり、それぞれの株主の利益を損ねるものではな

いとの判断に至ったため、本株式交換比率により本株式交換を行うことにつき、平成27年11月30日に開催された日

本製鋼所及び当社の取締役会の決議に基づき、両社間で本株式交換契約を締結いたしました。

　なお、本株式交換比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合には、両社間で協議の上変更する

ことがあります。

 

（４）本株式交換の株式交換完全親会社となる会社の概要

商 号 株式会社日本製鋼所

本 店 の 所 在 地 東京都品川区大崎一丁目11番1号

代表者の役職・氏名 代表取締役社長　佐藤　育男

資 本 金 19,694百万円

事 業 内 容 素形材・エネルギー事業、産業機械事業及び不動産その他事業
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善と設備投資が堅調に推移していることにより緩や

かな回復基調が見られたものの、円安による物価高を受けており、個人消費の回復までにはまだ至っておりませ

ん。海外経済につきましては、米国経済の景気は回復基調で推移しておりますが中国をはじめとした新興国の景気

減速、中東情勢の緊迫化により先行きは不透明感が継続しております。

　このような状況のもと、当社は「世界の顧客が感動する製品の創造、そしてオンリーワン商品の創造」を使命と

し、市場ニーズに合ったグローバル展開の強化と付加価値の高い商品の開発に尽力いたしました。

　当第３四半期累計売上高につきましては、射出成形機が2,378百万円、プレス機483百万円、金型・周辺機器等そ

の他を含めた全売上高は4,641百万円となりました。これによる国内売上高は2,817百万円、海外売上高は1,823百

万円となり、売上高に占める輸出比率は39.3%となりました。

利益面につきましては、経常利益17百万円、四半期純損失２百万円となりました。

　なお、平成27年３月期第３四半期累計期間は、四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期比較につ

いては記載しておりません。

 

（２）財政状態に関する説明

　当第３四半期会計期間末における総資産は6,753百万円となり、前事業年度末に比べ260百万円増加となりまし

た。流動資産は、主にたな卸資産の増加によるもので、前事業年度末に比べ140百万円増加の5,492百万円となり

ました。固定資産の増加は、主に機械装置取得によるもので、前事業年度末に比べ120百万円増加の1,261百万円

となりました。負債は、主に支払手形の増加によるもので、前事業年度末に比べ263百万円増加の4,891百万円と

なりました。純資産は、前事業年度末に比べ２百万円減少の1,862百万円となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　　（４）研究開発活動

　当第３四半期累計期間における当社の研究開発活動の金額は21百万円であります。

　なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,550,000 23,550,000
名古屋証券取引所市場

第二部
単元株式数1,000株

計 23,550,000 23,550,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 23,550,000 － 1,110,029 － 625,270

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　　　　　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　　　　　－

議決権制限株式（その他） － － 　　　　　－

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　34,000
－ 　　　　　－

完全議決権株式（その他） 普通株式　23,470,000 23,470 　　　　　－

単元未満株式 普通株式　　　46,000 － 　　　　　－

発行済株式総数 　　　　　23,550,000 － －

総株主の議決権 － 23,470 －

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社名機製作所
愛知県大府市北崎町

大根２番地
34,000 - 34,000 0.14

計 － 34,000 - 34,000 0.14

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　　　なお、当社は、前第３四半期累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）については、四半期連結財

務諸表を作成しており、四半期財務諸表を作成しておりません。このため、比較情報として前年同四半期累計期間に

係る四半期財務諸表及び注記は記載せず、前事業年度に係る貸借対照表のみ記載しております。

 

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成27年10月１日から平成27

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は、連結子会社であったMEIKI(THAILAND) Co.,Ltd.に関して、平成26年６月17日付の臨時取締役会において解

散を決議し、現在清算手続きを進めており、重要性が低下したため、前事業年度より連結財務諸表を作成しておりま

せん。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 970,514 933,892

受取手形及び売掛金 2,107,710 ※ 1,938,443

製品 0 -

仕掛品 1,002,063 1,175,817

原材料及び貯蔵品 1,140,190 1,223,649

繰延税金資産 107,218 104,810

その他 25,329 118,100

貸倒引当金 △1,266 △2,548

流動資産合計 5,351,760 5,492,166

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 590,119 590,245

機械装置及び運搬具（純額） 126,697 249,644

土地 219,035 219,035

その他（純額） 99,248 78,512

有形固定資産合計 1,035,101 1,137,438

無形固定資産 59,656 87,187

投資その他の資産   

投資有価証券 5,675 5,000

繰延税金資産 12,596 4,017

その他 32,340 31,405

貸倒引当金 △4,656 △3,831

投資その他の資産合計 45,956 36,591

固定資産合計 1,140,714 1,261,217

資産合計 6,492,475 6,753,383
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,594,443 1,695,788

短期借入金 1,262,500 1,331,250

1年内返済予定の長期借入金 235,000 118,000

未払費用 237,312 208,246

未払法人税等 24,532 -

引当金 51,100 48,127

その他 77,125 262,496

流動負債合計 3,482,013 3,663,907

固定負債   

長期借入金 152,500 200,750

リース債務 75,284 90,241

退職給付引当金 818,491 836,560

厚生年金基金解散損失引当金 99,620 99,620

固定負債合計 1,145,896 1,227,171

負債合計 4,627,909 4,891,079

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,110,029 1,110,029

資本剰余金 625,270 625,270

利益剰余金 136,408 134,232

自己株式 △7,143 △7,228

株主資本合計 1,864,565 1,862,304

純資産合計 1,864,565 1,862,304

負債純資産合計 6,492,475 6,753,383
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第３四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 4,641,660

売上原価 3,545,750

売上総利益 1,095,910

販売費及び一般管理費 1,042,845

営業利益 53,064

営業外収益  

受取利息 167

受取配当金 146

受取賃貸料 5,511

その他 14,618

営業外収益合計 20,443

営業外費用  

支払利息 19,252

為替差損 6,325

支払手数料 30,520

その他 0

営業外費用合計 56,098

経常利益 17,409

特別利益  

固定資産売却益 589

特別利益合計 589

特別損失  

固定資産除却損 39

特別損失合計 39

税引前四半期純利益 17,959

法人税、住民税及び事業税 9,146

法人税等調整額 10,988

法人税等合計 20,134

四半期純損失（△） △2,175
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

(株式交換）

　当社は、平成27年11月30日開催の取締役会において、株式会社日本製鋼所を株式交換完全親会社とし、当社を

株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日、両社の間で株式交換契約を締結しております。

平成28年２月２日開催の臨時株主総会において承認を受けており、平成28年３月１日を効力発生日として行われ

る予定です。

　本件に関する概要は「第２　事業の状況　２　経営上の重要な契約等」に記載しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

　　※　四半期会計期間末日満期手形

　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会計期間末日残

高に含まれております。

 
前会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形 －千円 66,217千円

 

（四半期損益計算書関係）

　　　　該当事項はありません。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
当第３四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

減価償却費 87,406千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）

配当に関する事項

 （１）配当金支払額

 　　　　 該当事項はありません。

 

（２）基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間末後となるも

の

 　　　　 該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第３四半期累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）

　当社は、プラスチック産業機械の製造及び販売を事業内容としており、産業機械事業単一事業であることか

ら、セグメント情報については記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △０円09銭

（算定上の基礎）  

四半期純損失金額（△）　　　　　　　（千円） △2,175

普通株主に帰属しない金額　　　　　　（千円） -

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円） △2,175

普通株式の期中平均株式数　　　　　　（株） 23,515,413

（注）　「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月12日

株式会社名機製作所

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野水　善之　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 稻吉　　崇　　印

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社名機製

作所の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第74期事業年度の第３四半期会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社名機製作所の平成27年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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